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     会            報
 

№４３０              平成３０年７月３０日発行 

山 梨 県 町 村 会 

○平成３０年６月の行事 

６月５日（火）町村職員統一採用試験事務担当者打合会 

県自治会館「視聴覚室」において、以下の事項について打合せを行った。 

打合事項 

１ 平成２９年度町村職員採用試験の実施状況について 

２ 試験の基本的事項について 

３ 平成３０年度町村職員統一採用試験実施スケジュールについて 

４ 平成３０年度町村職員統一採用試験事務について 

５ 平成３０年度町村職員統一採用試験臨時試験について 

６ 平成３０年度山梨県町村職員統一採用試験経費について 

７ 試験案内等の確認について 

８ その他 

 

６月２３日（土）～３０日（土） 関東町村会海外行政視察 

関東各都県の町村会から２０名の参加により、オランダ・ベルギーへの行政視察を行っ

た。 

本県からは、佐野南部町長、長田道志村長及び事務局から一木主任出納員が参加した。 

 

６月２６日（火） 地方創生ワーキング【第５回】 

県自治会館「視聴覚室」において、各町村担当者が出席し、各町村から提出のあった内

容について検討・協議した。 

１ ワーキング 

① 国・県へ新規、継続要望検討 

     ２ その他 

 

○ 平成３０年７月の行事 

７月２日（月）正副会長、相談役会議 

昭和町内「六玄」において開催した。 

 １ 知事選挙への対応について 

 ２ 今後の事務局体制について 

 ３ その他  
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７月６日（金）決算監査の実施 

本会役員室において、監事（望月身延町長及び高村山中湖村長）による監査を実施した。 

１ 平成２９年度山梨県町村会会務報告 

２ 平成２９年度山梨県町村会一般会計歳入歳出決算 

３ 平成２９年度山梨県町村会公有災害共済事業特別会計決算 

４ 平成２９年度全国町村職員生活協同組合山梨県支部会計歳入歳出決算 

 

７月１３日（金） ②町村長会議 

笛吹市内「ホテルやまなみ」において開催し、平成２９年度一般会計ほか２会計の決算

等を認定した。 

その概要は次のとおり。 

○協議事項 

１ 平成２９年度山梨県町村会会務報告について 

２ 平成２９年度山梨県町村会一般会計歳入歳出決算の認定について 

３ 平成２９年度山梨県町村会公有災害共済事業特別会計決算の認定について 

４ 平成２９年度全国町村職員生活協同組合山梨県支部会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

５ 損保ジャパン日本興亜との包括連携協定について 

○報告事項 

１ 海の日 環境フォーラム２０１８の開催について 

２ 平成３０年地方分権に関する提案募集について 

３ 町村長先進視察コースについて 

４ 東北被災地３県合同訪問要請について 

５ 町村長研修の日程について 

６ 山梨県市町村総合事務組合職員採用試験について 

７ 次回町村長会議について 

 

 

７月１３日（金） 知事・県幹部との行政懇談会 

笛吹市内「ホテルやまなみ」において、来賓に後藤知事、吉原副知事、柵木副知事のほ

か県幹部職員を招き、開催した。 

 

 

７月２３日（月） 知事への要請 

県庁内において、後藤知事に対し、次期知事選への立候補要請を行った。 
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７月２４日（火） 地方創生ワーキング【第６回】 

県自治会館「視聴覚室」において、各町村担当者が出席し、各町村から提出のあった内

容について検討・協議した。 

１ ワーキング 

① 地方公共団体の全提案の確認、１次回答検証 

② 国、県へ新規、継続要望検討 

③ 課長会議に提出する要望案の作成 

     ２ その他 

 

７月２６日（木）～２７日（金）関東町村会トップマネジメントセミナー 

都内「全国町村会館」において、関東町村会との共催により開催した。関東全 8都県

群馬県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県及び本県の副町村長ら 127

名が参加した。 

なお、本県からは、身延町、道志村、忍野村、山中湖村、鳴沢村及び丹波山村の 6 副

町村長及び全町村の総務担当課長が参加した。 

講演 1 「職員の育成とモチベーションマネジメント」  

      人事院公務員研修所 教授 

      財務省財務総合政策研究所 研修部長 

高 嶋  直 人 氏 

講演 2 「健康寿命を延ばすための食生活と生活習慣」 

食生活ジャーナリストの会 会員 

佐 藤  達 夫 氏 

講演 3 「内部統制でリスクマネジメントが変わる 

      ～地方分権時代におけるリスクマネジメントのあるべき姿～」 

      一般社団法人日本経営協会 専任講師 

              森総合研究所 代表 

森      健 氏 

 


